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研究要旨：本研究では、がん疼痛などの苦痛のスクリーニングによる、問題の抽出と

改善を同時に推進する「評価と改善を統合した臨床モデル」の開発を目指している。

今年度は、院内向けに開発推進してきたスクリーニングを地域に広げ、病期や療養場

所に関わらずに共通の指標を用いた苦痛の評価と対応の均てん化についても検討を

進めた。今年度は、地域の基幹病院 施設、在宅療養支援診療所 施設に多機能携帯

端末を導入し、全体では基幹病院 病院、在宅支援診療所 施設で運用した。スクリ

ーニングの実施率は小規模施設ほど高く除痛成績も改善傾向にあった。中規以上の施

設においても除痛成績は改善傾向にあったが、実施率が ％程度となることもあり

施設の状況を正確に反映するデータとしては十分とは言えない。解析結果からは、が

ん患者一人当たりのモルヒネ換算処方量がスクリーニング開始直後と比べて増加し

ている施設が多く、スクリーニング実施により、苦痛患者の抽出と対処が進んでいる

ことが示唆された。また、スクリーニング結果に対応することと 依頼件数には強

い相関がみられた。スクリーニング結果に対応している施設では ％がスクリーニ

ング結果に対する対応に満足と回答しスクリーニング後に苦痛に確実に対応する体

制が重要と考えられた。本研究のシステムは、病期や療養場所を問わず全てのがん患

者の苦痛のスクリーニングの実施が可能であり、対応すべき患者と症状を明確にする

ことが可能である。さらに、明らかになった苦痛症状の経過を追跡する事が可能であ

るため、個々の患者での状況に加え、施設ごと、地域ごとのがん患者の苦痛の問題点

を明らかにすることが可能になる。今後検討されるべきその対応策の結果を含めて継

続モニタできることは、地域や国のがん対策にとっての意義は大きいと考えられる。
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龍 恵美（長崎大学病院 薬剤部 麻薬
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Ａ．研究目的

本研究では、がん診療連携拠点病院の緩

和ケアセンターを軸に、全てのがん患者を

対象に実施されるスクリーニングによって

抽出されたがん疼痛などの苦痛を評価し、

苦痛等の問題点を担当医などにフィードバ

ックすると同時に、対応の結果を合わせて

評価しながら改善を促す「評価と改善を統

合した臨床モデル」の開発を目的にした。

Ｂ．研究方法

本研究に今年度参加した施設は以下のとお

りであった。

青森市地域（青森県）

① 青森県立中央病院

② 北畠外科胃腸科医院

大船渡市地域（岩手県）

③ 岩手県立大船渡病院

④ 岩渕内科医院

三次地域（広島県）

⑤ 市立三次中央病院

鹿屋市地域（鹿児島県）

⑥ 県民健康プラザ鹿屋医療センター

⑦ 恒心会おぐら病院

⑧ 訪問看護ステーションことぶき

沖縄地域（沖縄県）

⑨ 琉球大学病院

⑩ 友愛会豊見城中央病院

⑪ 沖縄県立中部病院

⑫ 那覇市立病院

⑬ 沖縄県立宮古病院

⑭ 沖縄県立八重山病院

今年度は以下の研究を行った。

１．多施設で共用可能な多機能携帯端末に

よる緩和データ登録・集計システムの

開発

 ＥＦファイルを用いた医療用麻薬消費

量の積算についての検討

 汎用型システムを診療系ネットワーク

の配下に設置し電子カルテ端末等から

もデータ参照可能なシステムの導入運

用の検討

 汎用型システムでのがん患者登録機能

と院内がん登録システムデータへの反

映の検討

 スクリーニングデータの印刷機能を用

いた痛みでできないことや困っている

患者の現場へのフィードバックの検討
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いた痛みでできないことや困っている

患者の現場へのフィードバックの検討

２．在宅支援診療所へのシステム導入

研究班で開発した病院内のスクリーニ

ングシステムを一部改良し、在宅療養

対応型のスクリーニングシステムの試

験導入を実施し、療養場所に関わらず

に地域内で共通指標による苦痛のスク

リーニングの実施の向けた取り組みを

開始した。

３．多施設で汎用可能なデータ収集システ

ムの構築と解析

本研究班で開発した汎用型の苦痛スク

リーニングシステム（本システム）の

多施設への導入が今年度、本格稼動し

た。システムの浸透率やスクリーニン

グによる施設横断的な実態や課題を検

討するため、本システム導入した3施設、

および、本システム以外のスクリーニ

ングシステムを採用している3施設か

らスクリーニングデータ、EFデータを

基としたがん患者の薬剤データを収集

し解析した。 

４．がん疼痛などの苦痛抽出と緩和ケアチ

ーム看護師等による介入プログラムの

開発

すでにスクリーニングを実施している

がん診療連携拠点病院と今年度新たに

問う研究班開発のスクリーニングシス

テムを導入した県指定のがん診療連携

推進病院の痛みの有症率を比較し、看

護師の介入について検討した。

５．苦痛のスクリーニングに基づく対応困

難な症状に対する遠隔地を含めた緩和

ケアの支援

典型的な医療過疎地域の都道府県がん

診療連携拠点病院である青森県立中央

病院をフィールドとして、苦痛スクリ

ーニングでトリアージされた重症・難

治例への外部緩和ケア専門家（医師、

薬剤師）と緩和ケアセンターの 会議

による治療推奨システム構築と有用性

証明に関する探索研究を行った。治療

医や看護師への周知カンファレンス、

患者説明ポスターなどのマテリアル作

成後、前向き集計リモート・アシスタ

ンス有用性検証を行った。

（倫理面への配慮）

本研究データの使用において、データ収

集を行う前に当該施設責任者の了解を書面

で得る。施設名の報告書、学術発表などに

おける公表については、責任者の判断の元

に行う。収集データは、当該施設内で連結

可能匿名化の作業を行い、個人情報および

対応表は施設外に帯出しない。解析する際

に、患者の氏名は転記せず、患者に割り当

てられた匿名番号によってのみ管理する。

テレビ会議システムを用いた症例検討では、

での個人情報守秘誓約書

を提出、強度暗号化保護された専用回線

（ ）を用いて厚労省倫理指針を遵

守し実施した。

Ｃ．研究結果

１．多施設で共用可能な多機能携帯端末に

よる緩和データ登録・集計システムの

開発

今年度は、地域の基幹病院 施設、在宅

療養支援診療所 施設に多機能携帯端

末を導入し、全体では基幹病院 病院、
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診療所 施設で運用した。スクリーニン

グデータ解析結果は、医療者間で一目

で共有できるように多機能携帯端末画

面表示にデータビジュアライゼーショ

ン ●の大中小による苦痛の程度表示

など を採用した。

の ファイルを取り込み、蓄積され

たスクリーニングデータと合わせて解

析することにより、月、半年、１年の

期間ごと、各病棟、全病棟単位でスク

リーニング実施率と除痛率が多機能携

帯端末で参照可能になった。痛みなど

の症状や治療経過は１ヶ月単位で表示

され、患者の苦痛に対する主治医対応

とその後の改善状況が確認できるよう

になった。

２．在宅支援診療所へのシステム導入

全てのがん患者のスクリーニングは、

苦痛を明らかにし適切な緩和ケアを提

供する必要条件である。一方、がん患

者の療養の場は、病状や治療内容に応

じて入院・外来の他、在宅療養なども

含まれる。そのため、真に患者の苦痛

に応じた緩和ケアを提供するためには、

療養の場にかかわらず苦痛のスクリー

ニングの実施が必須である。

今年度にシステムを導入した在宅療養

支援診療所においても「痛みで出来な

いことや困っていることはありません

か」を共通の評価項目とした。１施設

では、 か月間に延べ 人に在宅スク

リーニングを実施。痛みの有症率

％ 名 、除痛率は ％であった。

しかし、生活障害があると回答した患

者の ％ 名 では、感じている最も

強い痛みの強さ（ ）の平均値は

± と低く、一般的には生活に

影響がないとされるレベルであり、痛

みの評価についての説明や患者の受け

止め方の確認など教育的対応の必要性

が示唆された。

３．多施設で汎用可能なデータ収集システ

ムの構築と解析

本システム導入した 施設、および、本

システム以外のスクリーニングシステ

ムを採用している 施設からスクリー

ニングデータ、 データを基としたが

ん患者の薬剤データを収集した。デー

タ収集期間はシステム導入直後と調査

時点のデータとし、施設ごとに比較し

た。また、 データより収集した薬剤

データをモルヒネ換算した使用量を算

出した。結果、スクリーニングの浸透

は小規模施設ほど高く、高い実施率を

維持し除痛成績も向上する傾向にあっ

た。中規以上の施設においても除痛成

績は改善傾向にあったが、実施率が

％程度となる事もあり施設の状況を

正確に反映するデータとしては十分と

は言えなかった。しかしながら、がん

患者一人当たりのモルヒネ換算量が増

えている施設が多く、スクリーニング

実施により、苦痛患者の抽出と対処が

進んでいる可能性が示唆された。痛み

以外の症状（嘔気、食思不振、睡眠障

害）は、施設の背景や治療により異な

るため、期間別に比較しても定まった

傾向は得られなかったが個々の施設や

課題が明らかとなった。
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合変化、服薬方法など含む）に関する
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作用対策に関する知識が約 ％、その

他 ％には、イレウス、放射線性食道

炎、がん性腹膜炎、不眠、便秘、吃逆

に対する薬物療法に関する知識や服薬

指導法に関する知識などが含まれた。

また、オピオイドに関する推奨・提案

では、内服、外用よりも注射薬が多い

傾向が見られた。
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Ｄ．考察

何時、何処に緩和ケアを必要とする患

者がいるかを特定できれば、院内や地

域のリソースの活用し緩和ケアチーム

の体制に応じた対応を検討することが

できる。本研究班で開発したシステム

は、リアルタイムでその患者を特定す

ることが可能であり、施設の規模、院

内地域に関わらず緩和ケアを普及させ

ることが可能である。

そのためにはスクリーニングの実施率、

施設の体制に応じた対応を検討するこ

とが必要であり、今後はスクリーニン

グができない要因の分析、ならびに多

職種でアプローチできるシステムの更

なる発展が必要と考える。①現場での

スクリーニングの負担軽減、②データ

の蓄積や集計・解析結果を現場でリア

ルタイムに確認可能な多施設汎用型シ

ステムの開発を目指した。 年間で７

施設（最終的には８施設）に短期間か

つ低コストでシステム導入され、すべ

ての施設で現場に浸透しつつ運用継続

されている。がん診療連携拠点病院の

指定要件となっているがん患者の苦痛

のスクリーニングは要件に盛り込むだ

けでは、患者の苦痛の軽減につながら

ない。単にスクリーニングをするだけ

ではなく結果をいかに治療につなげる

かが大きな課題である。本研究のシス

テムは、病期や療養場所を問わず全て

のがん患者の苦痛のスクリーニングの

実施が可能であり、対応すべき患者と

症状を明確にすることが可能である。

人員不足でスクリーニング結果に対応

できない緩和ケアチームの体制が問題

視されている中で、スクリーニング結

果に一次緩和ケアの対応を入力する機

能が本研究班で開発した多機能携帯端

末に付加されたことは、 のマンパ

ワーに左右されないスクリーニングへ

の対応・評価を可能にするものと考え

る。

これら取り組みについて、 施設に入

院するがん患者の 割が対応に満足し

ていると回答しており、本研究班で開

発した緩和ケアチーム等による介入方

法は、各施設の特徴に合わせて展開で

きる、かつ患者の満足度を高める方法

と考える。さらに、明らかになった苦

痛症状の経過を追跡する事が可能であ

るため、個々の患者での状況に加え、

施設ごと、地域ごとのがん患者の苦痛

の問題点を明らかにすることが可能に

なる。

一例として、本研究班のデータ解析よ

り明らかとなった、高齢になるに従っ

て除痛成績が低下するという問題点は、

本システムの収集したビッグデータで

明らかになった。

Ｅ．結論

今後検討されるべきその対応策の結果

を含めて継続モニタできることは、地

域や国のがん対策にとっての意義は大

きいと考えられる。

Ｆ．健康危険情報

なし
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